
◆一般会計 (単位:千円)

◆特別会計 (単位:千円)

380,684

462,497

3,968,400

0

0

3,910,284

区　分区　分

繰入金

1,295,348

 住宅新築資金等貸付事業

2,257,465

21,273,999

歳　　　　　　出歳　　　　　　入

歳　　入
現計予算額

歳　　出

分担金及び負担金

使用料及び手数料

30,730,041

1,325,676

174,739

地方交付税

繰越金

諸収入

国庫支出金

630,481

市　税

地方譲与税

県支出金 3,860,611

1,162,775

8,797,941

現計予算額

◎平成25年度予算の執行状況

395,446

851,645

10,207,024

474,650

収入済額

12,133,037

183,356632,000

14,350,000

972,811

収入率

57.0% 

29.0% 

71.1% 

40.6% 

55.7% 

16.3% 

0.0% 

348.2% 

37.8% 

6,235,694

0.0% 

57.4% 

52.1% 

支出済額

9.6% 

議会費

総務費

民生費

衛生費

労働費

44.4% 農林水産業費

55,775

58,970,828

商工費

土木費

消防費

教育費

公債費

その他

合　計

5,702,678

現計予算額

6,599,892

2,287,992

5,308,684

支出済額 執行率

45.8% 

31.4% 

213,615

2,090,621

34.5% 

32.3% 

49.7% 

32.5% 

52.9% 

44.7% 

39.1% 

44.4% 

49.6% 

25.0% 

37.9% 

466,231

6,658,779

23,138,980

6,441,287

144,048

1,421,511

744,971

7,979,861

2,082,677

71,652

462,554

394,227

2,947,755

894,343

2,355,547

2,831,335

13,948

22,338,135

市　債

その他

合　計 58,970,828

7,521,748

収入済額

954,7719,895,160 1,313,320

収入率

499,205

 介護保険事業

 後期高齢者医療事業

 簡易水道事業

 ケーブルシステム事業

 農業集落排水事業 67,338

170,558

7,101

11,996

17.2% 

148,665

7,922,329

14,950,133

263,838

43.8% 

24,086

6,248,924

418,806

41.8% 

16.4% 

※執行状況は平成25年9月30日現在のものです。また、現計予算額には
　 繰越明許費を含んでいます。

7,882 23,934

41,211 17,113

61,574

18,079,602

11.7% 

7.0% 

35.5% 

45.1% 52,102 119,108

執行率

36.1% 

41.6% 

41.7% 

45.5% 

41.5% 

13.3% 

19.7% 

35.5% 

会 計 別

 競輪事業

 国民健康保険事業

1,386,660

5.8% 

3,050,521

 戸別合併処理浄化槽整備事業

この財政状況の公表は、市の財政がどのように運営されているか、また、どのような状況にあるのかを市民の皆様に広く

知っていただくためのものです。市民の皆様には、市財政について、なお一層のご理解をいただき、市勢発展のためにご協

力をお願いします。
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◎市有財産の状況 （平成25年3月31日現在）

◎市税の状況

1

(1)

(2)

2

3

4

5

◎市債・一時借入金の状況 （平成25年9月30日現在）

◆市債残高 112,219,306千円　（平成25年9月30日現在）

290,235円

5,293円

7,029円

換 算 額

53,599円

45,343円

2,224円

換 算 額

0千円

47,601,742千円

2,508,932千円

0千円

0千円

一時借入金残高市債借入残高

0千円

121,936円

7,201円

2隻

土　　地

区　　分 区　　分

有価証券 65,579千円 基　　金

403,536千円

動　　産

 法 人

固定資産税

8,256円

51,883円

7,688,293千円

1,399,943千円

8,797,302千円

1,221,018千円

一人当たり
区　　分

17,046,082千円

17,140円

16,732円

一世帯当たり

127,577円

123,493円

19,652円

107,926円

企業会計

3件

25年度予算額

合  計

(現年分)

都市計画税

市たばこ税

9,088,236千円

1,191,912千円

建　　物

物　　権

62,108,632千円

一般会計

特別会計

628,244千円

市民税

 個 人

20,675,552千円

現　在　高

377,084千円

債　　権

592,122㎡

現　在　高

合  計 112,219,306千円

車両299台
その他重要備品1,391点

軽自動車税

区　　分

物　　品

28,941,562㎡ 出資による権利

企業会計

特別会計

一般会計

62,108,632千

円

2,508,932千円

47,601,742千

円

<市債会計別残高>

その他

銀行等

日本郵政

地方公共団体

金融機構

財務省

1,109,345千円

16,945,901千

円

24,714,506千

円
14,927,989千

円

54,521,565千

円

<市債借入先別残高>

※人口・世帯数は住民基本台帳による。

※市債は、道路や公園など公共施設を

整備する時に借り入れるお金で、後年

度にその負担が残ります。

※一時借入金は、支払など一時的に資

金不足になった時に金融機関等から

借り入れるお金で、短期間で返済され

ます。

平成25年9月30日

現 在

人 口 169,560人

世帯数 71,237世帯

※企業会計として水道事業会計、公共下

水道事業会計、松阪市民病院事業会計の

3つの会計があります。

※一人当たり換算額・一世帯当たり換算額

は市税を単純に人口・世帯数で割ったもの

です。

市債は、例えばこんな施設を建設・

整備するために借りています！

市債は施設・設備の耐用年数内で返済が終

わるように借り入れます。建設・購入時に全て

負担するのではなく、市債の返済を通じて、将

来にわたって利用する市民みんなで公平に費

用を負担しています。



◎平成24年度一般会計決算の状況

《歳　入》 (単位:千円) 《歳　出》　（目的別） (単位:千円)

市税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金 《歳　出》　（性質別） (単位:千円)

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入

市債

 競輪事業

 国民健康保険事業

 介護保険事業

 後期高齢者医療事業

 簡易水道事業

 農業集落排水事業

 住宅新築資金等貸付事業

 ケーブルシステム事業

7,779,651

支出済額

83,169

1.4% 793,938

商工費

5,566,099

0.6% 

9.4% 

4.0% 

8.7% 

315,782

1.1% 

物件費

5,343,862

5.4% 

100.0% 

投資及び出資金・貸付金 424,260 0.7% 

繰出金 5,649,061 9.9% 

合　計

10.9% 

構成比

人件費 10,604,130 18.7% 

区　分

0.5% 

14,016,629 24.7% 

13.0% 

13.7% 

662,803

61,283

21,272,044 36.6% 

構成比

0.7% 

1,217,855

国有提供施設等所在市町村助成交付金

14,992,856

300

102,986

498,072

5,330

収入済額

645,932

2,779,700

◎平成24年度特別会計決算の状況

9,158,173

合　計 58,132,028

会 計 別 支出済額

4.8% 

156,438

3,719,357

951,482

8,197,765

0.1% 

1.6% 

889,639

25.8% 

31,501

11.2% 

0.1% 

0.1% 

農林水産業費

48,526

577,093

119,523

議会費

民生費

総務費

9.8% 

2.5% 

災害復旧費

399,327

22,797,342 40.1% 

233,421

0.0% 

2.7% 

0.1% 

土木費

0.2% 

労働費12,080

1,569,489

災害復旧事業費

諸支出金

6.4% 

維持補修費

1.1% 

衛生費

0.4% 

公債費

合　計

0.9% 

積立金

公債費

差引額
(単位:千円)

613,677

3,058,796

56,806,353

1.1% 

56,806,353

扶助費

普通建設事業費

補助費等

6,165,582

2.1% 

100.0% 

収入済額

315,782

消防費

1.5% 

14.1% 

0.0% 

7,384,847

0.0% 

教育費

0.3% 

区　分 支出済額

100.0% 

10.9% 

0.9% 516,000

6,165,582

0.2% 

2,260,249

4,967,421

1.0% 

1,441,195

6,336,878

区　分

66,738

2,938,523

14,607,751

17,993,020

66,763

142,511

75,158 72,314

880

132,488

3,898

25

21,015

2,844

構成比

1,751 戸別合併処理浄化槽整備事業 262,277

486,319

2,959,538

141,631

260,526

901,934

9,079,463

14,475,263

482,421

17,091,086

78,710

総務費

11.2%

民生費

40.1%

衛生費

9.8%

農林水産

業費

2.5%

商工費

1.0%

土木費

9.4%

消防費

4.0%

教育費

8.7%

公債費

10.9%

その他

2.4%
市税

36.6%

地方譲与税

1.1%
地方消費税

交付金

2.7%
地方交付税

25.8%

国庫支出金

14.1%

県支出金

6.4%

繰入金

0.9%

繰越金

2.1%

諸収入

1.1%

市債

4.8% その他

4.4%

平成24年度一般会計の決算額は、歳入581億3,202万8千円、歳出568億0,635万3千円で歳入歳出差引額13億2,567

万5千円となり、また、このうち翌年度へ繰越される事業の繰越すべき財源を控除した実質収支額は12億2,652万1千

円の黒字となりました。

歳出歳入

観光施設整備事業

（深野だんだん田

公衆トイレ設置）

飯高診療所医療機器整備事業

（歯科用チェアユニット一式）



■普通会計財務書類4表の概要

施設、道路、現金や債券など市が所有する財産（資産）と、その財産を形成するための借金残額（負債）、
すでに支払い済みの額（純資産）を示したものです。

平成23年度 平成24年度 比較 平成23年度 平成24年度 比較
□資産の部 2,264億円 2,220億円 △ 44億円 □負債の部 645億円 614億円 △ 31億円
　１公共資産 1,975億円 1,925億円 △ 50億円 　１固定負債 576億円 544億円 △ 32億円
　　有形固定資産 1,973億円 1,923億円 △ 50億円 　　地方債 476億円 452億円 △ 24億円
　２投資等 184億円 186億円 2億円 　　長期未払金 0億円 0億円 0億円
　　投資及び出資金 80億円 84億円 4億円 　　退職手当引当金 99億円 92億円 △ 7億円
　　基金等 81億円 79億円 △ 2億円 　２流動負債 69億円 70億円 1億円
　　長期延滞債権 25億円 26億円 1億円 　　翌年度償還予定地方債 54億円 51億円 △ 3億円
　　回収不能見込額 △ 3億円 △ 4億円 △ 1億円 　　翌年度支払予定退職手当 10億円 14億円 4億円
　３流動資産 105億円 108億円 3億円 　　賞与引当金 6億円 5億円 △ 1億円
　　財政調整基金 83億円 88億円 5億円 □純資産の部　 1,620億円 1,606億円 △ 14億円
　　歳計現金 12億円 13億円 1億円 　１公共資産等整備国県補助金等 427億円 415億円 △ 12億円
　　未収金 6億円 6億円 0億円 　２公共資産等整備一般財源等 1,403億円 1,395億円 △ 8億円
　　回収不能見込額 △ 0.1億円 △ 0.1億円 0.0億円 　３その他一般財源等 △ 209億円 △ 203億円 6億円
資産合計 2,264億円 2,220億円 △ 44億円 負債・純資産合計 2,264億円 2,220億円 △ 44億円

１年間の資金（収入と支出）が、どのような内容で増減しているかを、項目別に示したものです。

平成23年度 平成24年度 比較
□期首歳計現金残高 11億円 12億円 1億円
□当年度歳計現金増減額 2億円 1億円 △ 1億円
　１経常的収支額　 109億円 100億円 △ 9億円
　　支出合計 441億円 446億円 5億円
　　収入合計 550億円 547億円 △ 3億円
　２公共資産整備収支額 △ 13億円 △ 11億円 2億円
　　支出合計 48億円 32億円 △ 16億円
　　収入合計 35億円 22億円 △ 13億円
　３投資・財務的収支額 △ 94億円 △ 89億円 5億円
　　支出合計 96億円 91億円 △ 5億円
　　収入合計 2億円 2億円 0億円
□期末歳計現金残高 12億円 13億円 1億円

■市民一人当たり財務書類4表

（１）市民一人当たり換算貸借対照表 （３）市民一人当たり換算純資産変動計算書
　　平成２５年３月３１日現在 平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

954,543円
１．公共資産 1,134,759円 １．固定負債 320,482円 　純経常行政コスト △ 308,683円

　　有形固定資産 1,133,111円 ２．流動負債 41,343円 　一般財源 231,587円
２．投資等 109,866円 負債合計 361,826円 　　地方税 124,223円
　　基金等 46,785円 　　地方交付税 88,359円
３．流動資産 63,642円 純資産合計 946,440円 　　その他 19,004円
　　歳計現金 7,835円 　補助金等受入 70,675円

1,308,266円 1,308,266円 　その他 △ 1,680円
946,441円

（２）市民一人当たり換算行政コスト計算書
　　平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日 （４）市民一人当たり換算資金収支計算書

320,142円 平成２４年４月１日～平成２５年３月３１日

１．人にかかるコスト 60,947円 １．経常的収支 59,152円
　（１）人件費 51,411円 ２．公共資産整備収支 △ 6,254円
　（２）退職手当引当金繰入等 ほか 9,536円 ３．投資・財務的収支 △ 52,277円
２．物にかかるコスト 91,989円 622円
　（１）物件費 46,082円 7,213円
　（２）維持補修費 4,743円 7,835円
　（３）減価償却費 41,165円 （基礎的財政収支）
３．移転支出的なコスト 161,495円 　収入総額 335,869円
　（１）社会保障給付 82,611円 　地方債発行額　　　　　　 △ 16,382円
　（２）補助金等 26,701円 　支出総額　　　　　　　　　 △ 335,247円

　（３）他会計等への支出額　ほか 52,184円 　地方債元利償還額 32,553円
４．その他のコスト 5,712円 　財政調整基金等増減額 1,538円
　（１）支払利息 4,413円 18,331円
　（２）その他 1,299円

11,459円
　使用料・手数料等 11,459円

308,683円

169,681 人

（経常行政コスト－経常収益）
純経常行政コスト

経常収益

基礎的財政収支

当年度歳計現金増減額

期末純資産残高

経常行政コスト

期首純資産残高資産の部

H25.3.31現在人口

貸借対照表（バランスシート）

資金収支計算書

貸方借方

純資産の部

負債の部

負債・純資産合計資産合計

期末歳計現金残高
期首歳計現金残高

道路・公園等の生活インフラ等が48.0％、学校施設等の教育が25.7％と大きな割合

マイナスということは、将来の財源の使途が203億

円すでに拘束されている。
↑

臨時財政対策債などの資産形成を伴わない負債

が原因

市民一人当たりに換算

した情報です。



福祉サービスやごみの収集のように、資産形成と関係のない行政サービスを行うために、
１年間にかかった費用と、使用料・手数料などの収入を示したものです。

平成23年度 平成24年度 比較
□経常行政コスト 555億円 543億円 △ 12億円
　１人にかかるコスト 114億円 103億円 △ 11億円
　　人件費 90億円 87億円 △ 3億円
　　退職手当引当金繰入等 19億円 11億円 △ 8億円
　　賞与引当金繰入額 6億円 5億円 △ 1億円
　２物にかかるコスト 156億円 156億円 0億円
　　物件費 78億円 78億円 0億円
　　維持補修費 7億円 8億円 1億円
　　減価償却費 70億円 70億円 0億円
　３移転支出的なコスト 275億円 274億円 △ 1億円
　　社会保障給付 140億円 140億円 0億円
　　補助金等 43億円 45億円 2億円
　　他会計等への支出額 83億円 84億円 1億円
　　他団体への公共資産整備補助金等 9億円 5億円 △ 4億円
　４その他のコスト 10億円 10億円 0億円
　　支払利息 8億円 7億円 △ 1億円
　　回収不能見込計上額 1億円 2億円 1億円
□経常収益 19億円 19億円 0億円

　１使用料・手数料 13億円 13億円 0億円
　２分担金・負担金・寄附金 6億円 6億円 0億円
□（差引）純経常行政コスト 536億円 524億円 △ 12億円

1年間で貸借対照表の純資産がどのように変動したかを表しています。
平成23年度 平成24年度 比較

□期首純資産残高 1,628億円 1,620億円 △ 8億円
□当期変動高 △ 8億円 △ 14億円 △ 6億円
　純経常行政コスト △ 536億円 △ 524億円 12億円
　その他 528億円 510億円 △ 18億円
□期末純資産残高 1,620億円 1,606億円 △ 14億円

■財務書類4表から分かる松阪市の姿

※各項目の値については、端数処理の関係から合計等が一致しない場合があります。

行政コスト計算書

純資産変動計算書

財務書類4表

の概要

貸借対照表は、借方として道路・公園・学校などの公共資産、基金・出資金などの投資等、現金や預金などの

流動資産から成り立つ「資産」と、貸方として将来負担で返済する債務としての「負債」、資産形成に使った市税、

国や県からの補助金などの、今までの負担額としての「純資産」で構成されています。松阪市では前年度と比較

して減価償却等により資産が44億円減少していますが、合わせて地方債の発行を抑制している結果、負債も31

億円減少しており、結果として純資産が14億円減少しました。

次に行政コスト計算書から、職員給与や退職手当など人にかかるコストは、総職員数が減少していることで、退

職手当引当金繰入等が減少した結果、前年度と比較して11億円減少しております。また、社会保障費、補助金な

ど移転支出的なコストは、総コストの半分程度を占めており、福祉に対する給付サービスや支援などの社会保障

給付が主な内容となっています。

市民一人当たり換算で見てみると、資産は、130万8千円となりますが、そのうち、負債が36万2千円となっており、

将来世代の負担も必要となっています。また、純資産が94万6千円となっており、これまでの資産形成に過去・現

役世代が負担し、資産を築きあげた結果となっています。また、1年間でどれだけのコストがかかったかを行政コ

スト計算書で見てみると、市が行った行政サービス（純経常行政コスト）は30万9千円かかったことがわかります。

これは前年度比較でやや減少しました。一方、資金収支計算書からは、現金が1年間でどれだけ増減したかを見

ることができますが、24年度は1年間で資金がやや増加したことがわかります。

☆松阪市では国が示した基準に基づき、市の資産・負債などの状況や、行政サービスのコストがどれくらいか

かっているかなどを表した、4つの財務書類を作成しました。今回お知らせする内容は、総務省方式改訂モデル

で作成した平成24年度決算に基づく普通会計の財務書類です。詳しくは、市のホームページ

（http://www.city.matsusaka.mie.jp）で公表しています。



■財務書類を活用した分析

○社会資本形成の世代間負担比率
過去及び現世代間負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100
将来世代負担比率（％）＝地方債残高÷公共資産合計×100

（単位：千円）

○有形固定資産の行政目的別割合
（単位：千円）

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

95,438,348 47.5% 93,937,230 47.6% 92,246,000 48.0%

52,011,786 25.9% 50,933,013 25.8% 49,439,650 25.7%
5,184,506 2.6% 4,977,441 2.5% 4,752,826 2.5%
11,824,332 5.9% 11,839,340 6.0% 11,619,627 6.0%
23,965,033 11.9% 22,876,066 11.6% 21,752,019 11.3%
1,320,159 0.7% 1,371,024 0.7% 1,471,705 0.7%
11,282,580 5.6% 11,347,574 5.8% 10,985,565 5.7%
201,026,744 100.0% 197,281,688 100.0% 192,267,392 100.0%

○資産老朽化比率
資産老朽化比率（％）＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地等＋減価償却累計額）×100

　　 （単位：千円）

40.4

52.8

55.3
55.3
74.1
71.1
63.8
65.3

62,924,711

減価償却累計額

3,248,910

168,475,523
9,305,987

42,306,442
15,779,344
7,025,069
27,885,060

⑦総務 10,985,565 3,452,090
合計 192,267,392 56,286,426

⑤産業振興 21,752,019 4,520,902
⑥消防 1,471,705 333,174

③福祉 4,752,826 1,020,136
④環境衛生 11,619,627 2,657,215

①生活インフラ・
                  国土保全

92,246,000 35,977,733

②教育 49,439,650 8,325,176

⑦総務 △ 362,009
合計 △ 5,014,296

行政目的 有形固定資産合計 土地等 資産老朽化比率

④環境衛生 △ 219,713
⑤産業振興 △ 1,124,047
⑥消防 100,681

①生活インフラ・
                  国土保全

△ 1,691,230

②教育 △ 1,493,363
③福祉 △ 224,615

行政目的
平成23年度 平成24年度 対前年度比較

金額

過去及び現世代負担比率（②／①） 80.9 82.0 83.4
将来世代負担比率（③／①） 27.4 26.8 26.1

②純資産合計 162,799,290 161,967,720 160,592,960
③地方債残高 55,141,126 52,978,120

平成22年度

50,234,256

項目 平成22年度 平成23年度 平成24年度
①公共資産合計 201,296,060 197,538,750 192,547,000

☆財務書類を活用した分析
（１）社会資本形成の世代間負担比率

24年度の過去及び現世代負担比率は、83.4％と前年度より1.4ポイント増加しましたが、将来世代負担比率は

26.1％と前年度より0.7ポイント減少しました。地方債残高は、22年度と比較して49億687万円の減となり、着実に将

来世代への負担が減少していることがわかります。

（２）有形固定資産の行政目的別割合

24年度の行政目的別割合は、生活インフラ・国土保全が48.0％と最も高く、次いで教育の25.7％、産業振興の

11.3％、環境衛生の6.0％となりました。生活インフラ・国土保全と教育の二つで全体の7割以上を占めていることに

なります。

この指標は、社会資本の形成割合を示すものですから、この割合が低いからといってその行政分野のサービス

が低いということではありません。例えば福祉は、予算に占める割合は高いですが、その多くは扶助費などのよう

にその年度中に消費されてしまうという性格のサービスであるため社会資本形成には結びつきません。この消費さ

れた行政サービスを表すのは行政コスト計算書です。

（３）資産老朽化比率

24年度の有形固定資産全体の資産老朽化比率は55.3％で、行政目的別にみると比率が高い順に消防の74.1％、

産業振興の71.1％、福祉の65.3％となっています。

特に、比率が高く減価償却累計額の金額が大きい消防、産業振興、福祉、環境衛生をみると、消防庁舎等施設、

農林水産業施設（海岸、林道等）、保育園等福祉施設、ごみ処理施設の老朽化が進んでいると言えます。



◆ 財政健全化法に基づく松阪市の健全化判断比率及び資金不足比率の状況について 

財政健全化法とは･･･？

財政再生基準

20.00%

30.00%

35.0%

－

資金不足比率の状況（下記解説(5)）

※資金不足額が生じない会計は「－」で表示しています。

（１）実質赤字比率

（２）連結実質赤字比率

（３）実質公債費比率

（４）将来負担比率

（５）資金不足比率

 公営企業会計ごとの資金不足額の事業規模に対する比率です。

16.46%

　「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」(財政健全化法)は地方公共団体の財政状況を統一的な指標で明ら
かにし、財政の健全化や再生が必要な場合に迅速な対応を図るために施行されました。地方公共団体は毎年度の決
算状況をもとに健全化判断比率・資金不足比率を算定し、それをもとに財政の健全化・経営の健全化に取り組むこ
ととされています。具体的には健全化判断比率、資金不足比率ともに、法律が定める一定基準(早期健全化基準、財
政健全化基準、経営健全化基準)を超えると、比率の段階に応じて、財政健全化計画、財政再生計画、また経営健全
化計画を策定しなければなりません。
　計画策定団体である早期健全化団体や財政再生団体になった場合には、それぞれのスキーム（枠組み）に従って
財政の健全化を図ることとなります。また、水道事業や公共下水道事業、病院事業といった企業会計においては資
金不足比率が経営健全化基準を上回ると、経営健全化計画を策定し経営の健全化に取り組む必要があります。こう
なった場合には、行政サービスの縮小や廃止、公共料金の値上げなど市民生活に直接の影響を与えることとなりま
すので、重要な指標となっています。

本市における平成24年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率は下記の通りとなりました。

健全化判断比率の状況（下記解説(1)～(4)）

区分 平成23年度 平成24年度 増減 早期健全化判断基準

350.0%

実質赤字比率 － － － 11.46%

連結実質赤字比率 － － －

20.0%

実質公債費比率 8.4% 7.5% △ 0.9% 25.0%

将来負担比率 41.7% 18.7% △ 23.0%

20.0%

特別会計名 平成23年度 平成24年度 増減 経営健全化基準

水道事業会計 － － －

20.0%

公共下水道事業会計 － － － 20.0%

松阪市民病院事業会計 － － －

『公営企業、出資法人等を含めた一般会計等が将来負担すべき実質的な負債』の標準財政規模に対する比率です。

簡易水道事業会計 － － － 20.0%

戸別合併処理浄化槽整備事業会計 － － －

水道・下水道事業や市民病院事業など公営企業会計を含む「松阪市の全会計」に生じている赤字の大きさを、標準
財政規模に対する割合で表したものです。

『一般会計等の元利償還金』および『公営企業債の償還に係る一般会計からの繰出金等（準元利償還金）』の標準
財政規模に対する比率（３ヶ年平均）です。

農業集落排水事業会計 － － － 20.0%

地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計」等に生じている赤字の大きさを、その地方公共団体の標準財政
規模に対する割合で表したものです。

松阪市の健全化判断比率について

•松阪市の健全化判断比率は上記の比率となり、平成23年度決算と比較して、それぞれ実質公
債費比率で0.9％、将来負担比率で23.0％低下しました。また実質赤字比率、連結実質赤字比
率は前年度に引き続き、－(ハイフンバー)となり、赤字額は生じませんでした。

•資金不足比率については平成23年度決算に引き続き、平成24年度決算においても資金不足
は生じませんでした。

（10月1日時点）



語句の解説

財政状況等

地方公共団体の行政運営の基本的な経費を網羅して計上した会計。

一般会計に対し、特定の歳入歳出を一般の歳入歳出と区別して別個に処理するための会計。

地方公営企業法の全部又は一部の適用をうける公営企業の会計。水道事業、病院事業など主として事業運営の
ための経費を事業運営に伴う収入をもって賄っている事業（独立採算を原則とする事業）がこれに属します。

地方公共団体の会計のうち公営事業会計を除く会計をいい、一般会計及び特別会計の一部（住宅新築資金等貸
付事業特別会計・ケーブルシステム事業特別会計）がこれに該当します。

歳出予算の経費のうち性質上、又は予算成立後の事由により当該年度内に支出を終わらない見込があるものに
ついて予算の定めるところにより翌年度に繰り越して使用することをいいます。

市が自主的に収入できる財源をいい、市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入
金、繰越金、諸収入がこれに該当します。

国または県の意思で定められた額を交付されたり、割り当てられたりする財源をいい、地方交付税、国庫
（県）支出金、地方譲与税、地方特例交付金、交通安全対策特別交付金、市債などがこれに該当します。

地方公共団体の自主性を損なわずに、地方財源の均衡化を図り、かつ地方行政の計画的な運営を保障するため
に、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税、たばこ税それぞれの一定割合の額を、国が地方公共団体に
対して交付する税。地方交付税には、一定の算式により交付される普通交付税と災害等特別の財政事情に応じ
て交付される特別交付税があります。

地方公共団体が財政上必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が一会計年度を越
えて行われるもの。いわゆる地方公共団体の借金で、地方債を起こすことを「起債」といいます。

市がその年度内に、支出にかかる現金に不足が生じた場合、その不足を補うために一時的に金融機関などから
借り入れるお金。

財務書類・健全化判断比率等

道路・橋・河川・公園等のほか、学校や文化施設などの建物設備や備品等。バランスシートでは、減価償却実
施後の金額を計上し、また土地は減価償却を行っていません。

基準日に保有している現金及び預金（財政調整基金及び減債基金を含む）と市税等で年度内に収入されなかっ
た未収金。

市債の翌々年度以降の償還（返済）予定額。債務負担行為は、資産として物件等の引き渡しを受けたもので支
払がまだ終了していないものや、市が債務保証・損失補償をおこなっているものについて支払義務が発生した
場合に計上し、また、退職手当引当金は、年度末に職員全員が普通退職したと想定し、その要支給額を引当計
上します。

市債の翌年度の償還（返済）予定額等。 翌年度繰上充用金は、翌年度の歳入をあてることができる制度です。

資産のうち税等によりこれまでの世代によって既に負担された額で、資産形成に使われた国・県支出金と資産
形成に使われた一般財源等とその他一般財源等に区分して表示。

当該団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を占めるもの。

松阪市の公金保管状況について

地方債（市債）

一時借入金

一般会計

特別会計

依存財源

地方交付税

企業会計

自主財源

普通会計

繰越明許費

標準財政規模

流動負債

純資産

固定負債

流動資産

有形固定資産

定期預貯金

84.5%

普通預金

10.8%

普通預貯金

（決済性）

4.6%

現金

0.1% 

問い合わせ

財務課財政係

℡53-4317

平成２５年９月末現在の松阪市の公金現在高は、２６３億３，８１０

万４千円となっています。

公金については、表のように定期・普通預貯金、地方債などにより

保管、運用をしています。

ペイオフ対策として、決済性の普通預金での保管や、定期・普通

預貯金額は預貯金債権と借入債務の相殺により元本に損失が生じ

ないよう借入金残額以内としています。

運用に際しては、元本の安全性を第一に考え、預入先の財政状

況を確認しながら公金の安全確実な保管、運用に努めています。

公金保管状況（H25.9.30現在）

区 分 備　　　考

定 期 預 貯 金 預入先金融機関数 5ヶ所

普 通 預 金 預入先金融機関数 1ヶ所

普通預貯金（決済性） 預入先金融機関数 1ヶ所

現 金

合 計

（水道事業、公共下水道事業、病院事業会計含む）

35,263

26,338,104

2,837,400

1,202,689

金額（千円）

22,262,752

平成２５年９月末現在の松阪市の公金現在高は、２６３億３，８１０万４千円となっています。

公金については、表のように定期・普通預貯金、地方債などにより保管、運用をしています。

ペイオフ対策として、決済性の普通預金での保管や、定期・普通預貯金額は預貯金債権と借入債務の相殺

により元本に損失が生じないよう借入金残額以内としています。

運用に際しては、元本の安全性を第一に考え、預入先の財政状況を確認しながら公金の安全確実な保管、
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